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第 10 章 活力ある農村と道民理解 

１ 農業・農村の多面的機能の発揮 

 

（国民の財産である多面的機能の効果） 

 農業・農村は、食料の安定供給といった基本的な役割に加え、その生産活動を通じて、洪水

や土壌浸食の防止、水源かん養等の国土保全機能を始め、良好な景観の形成や自然環境の保

全、さらには、教育や休息・休暇の場の提供など多面的な機能を有しています。 

 農業・農村の持つ多面的機能による効果は、農業関係者や農村の住民だけではなく、国民全

体が享受しており、将来にわたって維持・発揮するためにも、地域の共同活動や農業生産活動

を継続するとともに、農業・農村に対する理解の促進を図っていくことが重要となっていま

す。 

 

（地域資源の保全管理等を支援する多面的機能支払制度を推進） 

 農村地域の過疎化や高齢化、農家と非農家の混住化などの進行に伴う集落機能の低下によ

り、地域の共同活動によって支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつあります。ま

た、共同活動が困難になると、農用地や水路、農道等の地域資源の保全管理に対する担い手農

家の負担が増加することが懸念されます。 

 このような状況に対応するため、国では平成26年度（2014年度）に多面的機能支払制度を創

設し、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に対し支援を

行い、地域資源の適切な保全管理を進めています。また、これにより、担い手農家への農地集

積の後押しも行っています。 

 令和６年度（2024年度）の取組実績は、154市町村の696組織で、交付対象面積は約79万haと

なっています。 

活動組織における共同活動としては、農地法面の草刈りや水路の泥上げ等の基礎的保全活動

に加え、水路、農道等の施設の軽微な補修や農村環境の保全などの取組が行われており、令和

５年度（2023年度）に道が実施した施策評価においては、活動組織や実施市町村から地域資源

の適切な保全管理、農業用施設の機能増進、農村環境の保全・向上などで効果があったとの高

い評価を得ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

228 ---第９章 農業関係団体の動き 

（地域の農地業務を支援する北海道農業会議）  

  一般社団法人北海道農業会議（以下「北海道農業会議」という。）は、各農業委員会の会長

や全道的な農業団体の代表、学識経験者等を会員とし、農業委員会法に基づく農業委員会ネッ

トワーク機構として、知事から指定されています。 

 北海道農業会議は、法令で義務付けられた答申や各市町村農業委員会への助言に加え、農業

委員会の事務の効率的かつ効果的な実施に資するため、農業委員会相互の連絡調整、情報提供

活動などを行っているほか、地域で農地業務を担当する職員を対象とした研修会や、農業経営

の法人化の推進に向けた研修会等を開催するなど、優良農地の確保や有効利用、認定農業者や

農地所有適格法人の育成・支援に関する業務等にも取り組んでいます。 
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図表10-1-1  多面的機能支払交付金の概要 

資料：北海道農政部作成 

 

（国土の４割を占める中山間地域） 

 中山間地域は、農業生産活動や森林の保全管理等を通じ国土保全などの多面的機能を有して

おり、下流域の生命と財産を守る重要な国民全体の財産となっていますが、平野部と比べて地

理的・社会的条件が不利なことから、担い手の減少や高齢化、過疎化の進行が早く、集落機能

や多面的機能の低下が懸念されています。 

 

（条件不利地域の農業生産活動等を支援する中山間地域等直接支払制度を推進） 

 中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を継続す

るため、耕作放棄の発生が懸念される傾斜農用地等を対象に、平地地域との生産条件の格差の

８割相当を交付金として支払うもので、集落協定等に基づき、５年間以上継続して農業生産活

動などを行う農業者等を対象に、平成12年度（2000年度）から５年間ごとの対策として実施さ

れており、令和２年度（2020年度）から始まった第５期対策では、集落の話し合いにより協定

農用地と集落の将来像を明確化し、対策期間後も農業生産活動が継続されることを促すととも

に、農業生産活動の継続に向けた取組に対する支援が強化されました。 

令和６年度（2024年度）の道内の取組実績は、98市町村の316協定（314集落協定及び２個別

協定）で、交付対象面積は約28万haとなっています。 

 集落では、農業生産活動等を継続するための活動として耕作放棄の防止などの活動、水路・

農道等の管理及び多面的機能を増進する活動として景観作物の作付け、堆きゅう肥の施肥が行

われており、これに加えて、体制整備のための前向きな活動として集落戦略の作成、また、地

域農業の維持・発展に資する取組として、棚田や超急傾斜農地の保全、集落協定の広域化、高
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齢者住宅の見回り、機械、農作業の共同化等の取組が行われています。 

 

図表10-1-2 共同取組活動の概要 

資料：北海道農政部作成 

 

制度を活用したこれらの取組により、耕作放棄の発生防止に向けた活動などが積極的に行わ

れ、生産条件が不利な地域における生産の維持や多面的機能の確保に大きな効果をあげてお

り、令和６年（2024年）８月に公表した第５期対策の最終評価において、集落マスタープラン

に基づく活動、農業生産活動等として取り組むべき各活動、集落戦略の作成、加算措置に係る

取組について、計画どおり全ての協定において、活動の実施、目標達成が見込まれ活動が適切

に行われていると評価されています。 

 

 

 

  

 

項        目 主  な  取  組 

①集落マスタープランに定めた取り組むべき事項 集落のめざすべき将来像とそれを実現するための活動方策 

②農業生産活動など
として取り組むべ
き事項 

耕作放棄の防止などの活動 賃借権設定・農作業の受委託、農地の法面点検 

水路・農道等の管理 農道の管理、水路の管理 

多面的機能を増進する活動 景観作物の作付け、堆きゅう肥の施肥 

③農業生産活動などの体制整備として取り組むべ
き事項 

集落戦略の作成 

④加算措置として取
り組む事項 

棚田地域振興活動加算 棚田の保全・多面的機能の維持発揮・地域の振興 

超急傾斜農地保全管理加算 超急傾斜農地の保全 

集落協定広域化加算 集落協定の広域化 

集落機能強化加算 
高齢者住宅見回り、雪下ろし、新規就農者の確保に向けた
取組 

生産性向上加算 機械・農作業の共同化、管理の省力化 
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２ 農業・農村とのふれあいの場の提供 

 

(1) 都市と農山漁村の共生・対流 

（進む都市と農村の交流） 

 近年、「ものの豊かさ」から「こころの豊かさ」へと、国民の価値観やライフスタイルが多

様化し、都市住民や訪日外国人を中心に、農山漁村の風土に根ざした食や農林漁業体験のほか、

美しい景観・田園空間に身を置くことで感じる清々しさや豊かさなどを求める気運が高まって

います。 

 一方で、こうした多様な機能を有する農村においては、人口減少や高齢化が進行しているこ

となどから、地域の活力低下が危惧されています。 

 このため、都市住民や外国人旅行者に対し、食や体験、交流などを通じて農村の魅力にふれ

る機会を提供し、農業・農村への理解を深めてもらうとともに、地域の活性化につなげていく

ことが重要となっています。 

 道内では、農林漁業者を含む多様な主体が地域ぐるみで連携して、地域の資源を活かして

食・滞在・体験等を提供する農村ツーリズムの取組が各地で進められているほか、学校教育や

社会教育における体験学習等の場として農村を活用する動きが広がっており、修学旅行等のメ

ニューとして農業体験を取り入れる学校も増えています。 

 

（定住と地域間交流を促進） 

 国は、農山漁村における定住や二地域居住、都市との地域間交流を促進することにより、農

山漁村の活性化を図るため、平成19年（2007年）５月に農山漁村の活性化のための定住等及び

地域間交流の促進に関する法律を制定し、市町村等が作成した活性化計画の実現に向けて、農

産物加工・販売施設や地域間交流拠点等の整備を支援しています。 

 道内の市町村においても、この活性化計画に基づき都市農山漁村総合交流促進施設や農林漁

業・農山漁村体験施設の整備などの取組が進められています。 

 

（子ども農山漁村交流活動を推進） 

 子どもたちが親元を離れ、農村で体験交流活動を行うことは、農村に暮らす人々との交流を

始め、自然・農業体験や農村文化に触れる機会となるばかりではなく、自らを律しつつ、周囲

と協調することを通じて、思いやる心や共感する心を育み、豊かな人間性や社会性等を身に付

ける貴重な機会となります。 

 また、受け入れる農村においても、子どもたちが、驚きと感動をもって自然や農業と向き合

う姿や元気な笑い声、様々な体験に取り組む真剣な眼差し等が、郷土の良さを再発見し、誇り

を呼び起こすとともに、子どもたちとの交流を契機とした地域の再生や活性化につながったな

どの効果が報告されています。 

 国は、農林漁業体験や宿泊体験、地域住民との交流を通じて、子どもたちの生きる力を育む

とともに、交流の創出による地域の再生や活性化を目的として、「子どもの農山漁村体験（通

称：こども農山漁村交流プロジェクト）」に取り組んでおり、道内では、９地域で体制が整備
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され、受入活動が行われており、道においてもこのプロジェクトの活動を推進しています。 

 

(2) 農村ツーリズム 

（美しい景観と地域の食を活かしたグリーン・ツーリズムの状況） 

 グリーン・ツーリズムは、都市住民が農山漁村の自然や文化に触れ、そこに暮らす人々との

交流を通じて、農林漁業・農山漁村への理解を深めるとともに、交流人口の増加や定住促進、

６次産業化などによる新たなビジネスの創出を通じた、地域の所得、雇用の拡大に、大きな効

果が期待されています。 

 また、道内では35市町村において、農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関す

る法律に基づく農村滞在型余暇活動に資するための機能の整備に関する計画（市町村計画）を

策定し、グリーン・ツーリズム関連施設の整備を進めています。 

 

（多様な主体による地域ぐるみの「農村ツーリズム」を推進） 

これまで、グリーン・ツーリズムは主に農林漁業者の取組として推進されてきましたが、近

年、農業経営体の減少や経営規模の拡大が進み、人手不足が深刻化する一方で、旅行形態の多

様化や農山漁村での多様な体験を求める旅行者が増加してきていることから、道では、より幅

広い視点でグリーン・ツーリズムを捉え直し、農林漁業者を含む地域の多様な主体が地域ぐる

みで連携して、豊かな自然や新鮮でおいしい食、農林漁業や地域の歴史・文化体験などを提供

する取組を「農村ツーリズム（愛称：農たび・北海道）」として推進しています。 

道内では、農山漁村の農家民宿等に滞在し、農業や農村の暮らしを体験する教育旅行の取組

に加え、農作業体験や農産物加工体験、郷土食の提供、豊かな自然環境の中でのアウトドアや

健康・美容体験を組み合わせるなど、農山漁村が持つ地域資源を有効に活用した取組が進めら

れています。  

また、令和３年度（2021年度）には、関係機関や農泊に取り組む団体がより一層連携できる

ように「北海道農泊推進ネットワーク会議」を設置し、農村ツーリズムの推進に向けた情報共

有や裾野拡大などに取り組んでいます。 
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 国は、農林漁業体験や宿泊体験、地域住民との交流を通じて、子どもたちの生きる力を育む

とともに、交流の創出による地域の再生や活性化を目的として、「子どもの農山漁村体験（通

称：こども農山漁村交流プロジェクト）」に取り組んでおり、道内では、９地域で体制が整備
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（単位：件） 

区 分 施設数 
主な施設形態の内訳 

ファーム
イン 

農家レス
トラン 

農業体験 加工体験 観光農園 直 売 

H12 年 1,062 32 43 163 120 183 559 

17 1,687 46 78 407 193 260 954 

22 2,252 335 102 765 229 272 1,140 

27 2,532 475 132 862 237 275 1,195 

R2 2,556 434 155 848 216 270 1,110 

3 2,498 424 151 820 212 259 1,088 

4 2,488 426 158 809 211 256 1,094 

5 2,431 392 153 750 208 245 1,082 

6 2,341 347 145 703 205 231 1,060 

資料：北海道農政部「グリーン・ツーリズム関連施設調査」 

注：平成12年（2000年）～平成31年（2019年）は１月末、令和２年（2020年）以降は３月末時点。 
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図表10-3-2 北海道米の道内食率の推移 

 
資料：北海道農政部調べ 
注：米穀年度は前年11月から10月まで。 

 

（道産小麦への転換（麦チェン）を推進） 

 道産小麦の需要拡大には、製粉や加工、小売店や飲食店における道産小麦の活用を促進し、

道民が道産小麦製品を利用する機会を拡大することが重要です。 

このため道では、道内で加工・消費される小麦を輸入小麦から道産小麦へと転換していく

「麦チェン！北海道」の取組を展開しており、道産小麦を使用した商品を積極的に提供してい

る店舗を認定する麦チェンサポーター店は、令和７年（2025年）３月末で、パン・菓子店を中

心に318店舗となっています。 

 

図表10-3-3 麦チェンサポーター店用木版プレート         図表10-3-4 麦チェン！シンボルロゴ 
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 ～ 若手職員が北海道の米・牛乳・砂糖の魅力を発信 ～ 

20〜30 代の農政部若手職員によるプロジェクトでは、北海道産の米・牛乳乳製品・砂

糖の地産地消・消費拡大を推進するため、様々なＰＲ活動を通じ、道民へその魅力を発

信しています。 

●大学食堂における３つの白いたべものフェアの開催（令和６年（2024年）12月11日〜

13日） 

 若い世代に向けて米・牛乳乳製品・砂糖の美味しさを伝えるため、天使大学及び民間

企業と連携し、同大学の食堂において、これらを使用した定食や軽食を提供するフェア

を開催しました。 

提供するメニューは同大学の学生と連携して考案し、牛乳を使用した和食、米粉や

「てんさい糖」を使用したスイーツ等、美味しく、新しく、かつ家庭でも手軽に調理で

きる楽しみ方を提案しました。フェアの会場には、これら３つの白いたべものをモチー

フとしたオリジナルキャラクター「どさんこせんたいホワイトレンジャー」が登場し、

来場した学生へ消費拡大を呼びかけました。 

 

 

 

 

 

●食育イベントの開催（令和７年（2025年）１月26日） 

 子ども達に米・牛乳乳製品・砂糖の魅力を楽しい経験を通じて伝える、食育イベント

を開催しました。 

 イベントでは、米・牛乳乳製品・砂糖をテーマとしたオリジナル絵本の読み聞かせ

や、調理を遊びながら学べるカードゲームの体験会を行い、子どもが興味を抱くきっか

けづくりに取り組みました。また、これら３つの白いたべものや地産地消への理解を深

めるため、生産から加工、調理までを親子で学べるクイズラリーを実施しました。 
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図表10-3-2 北海道米の道内食率の推移 

 
資料：北海道農政部調べ 
注：米穀年度は前年11月から10月まで。 
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(2) 食育 

（地域における多様な食育を継続的に推進） 

 道では、食の安全・安心条例に規定した食育の推進を具体的に進める計画として全国に先駆

けて策定した北海道食育推進行動計画や、その後策定した第２次から第４次の北海道食育推進

計画に基づき、本道の食育を総合的に推進してきました。 

こうした取組により、道内各地で様々な主体による食育活動が広がりを見せる一方で、道民

の食生活における野菜の摂取不足、地域の食育の担い手の減少や新型コロナウイルス感染症の

影響により中断した対面型、体験型の食育活動の回復に向けた団体・ボランティア等の担い手

の確保や関係者の連携強化、農林漁業者や食品加工事業者等多くの人々が支える食の

サプライチェーンについての消費者理解の促進に向けた取組を進めることなどが課

題となっています。 

 こうした課題に加え、食料の安定供給のリスクの増大や食品価格の高騰、環境意識の高まり

といった情勢変化のほか、北海道食の安全・安心委員会や道民の意見を踏まえ、道では、「子

ども及び子育て世代の食育の推進」と「道民との連携とネットワークによる推進体制の強化」

を重点事項とする第５次北海道食育推進計画（どさんこ食育推進プラン）を令和６年（2024

年）３月に策定し、食育に取り組む人材の育成・活用や食に関わる関係者のネットワークの強

化、食育を推進する基盤づくりの促進に向けた各種の施策を進めています。 

 

図表10-3-5  道内の市町村、団体等の食育の取組件数の推移 
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